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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 36,333 3.3 4,464 0.9 4,498 2.0 2,685 △0.6
25年3月期 35,178 △3.3 4,424 4.0 4,411 2.7 2,701 21.3

（注）包括利益 26年3月期 2,712百万円 （1.5％） 25年3月期 2,672百万円 （21.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 252.01 ― 10.6 13.9 12.3
25年3月期 253.56 ― 11.3 14.6 12.6

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 33,282 25,884 77.8 2,429.21
25年3月期 31,355 24,838 79.2 2,330.98

（参考） 自己資本 26年3月期 25,884百万円 25年3月期 24,838百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 4,133 △4,479 △892 4,260
25年3月期 4,669 △12,298 △940 5,499

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 32.50 ― 32.50 65.00 692 25.6 2.9
26年3月期 ― 32.50 ― 32.50 65.00 692 25.8 2.7
27年3月期(予想) ― 32.50 ― 32.50 65.00 25.2

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 17,700 3.7 2,100 △16.7 2,100 △17.0 1,290 △17.0 121.06
通期 37,000 1.8 4,500 0.8 4,500 0.0 2,750 2.4 258.08



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 10,656,000 株 25年3月期 10,656,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 372 株 25年3月期 372 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 10,655,628 株 25年3月期 10,655,645 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 35,041 3.1 4,367 △0.7 4,402 0.4 2,633 △2.2
25年3月期 33,972 △2.1 4,397 5.7 4,384 4.4 2,692 23.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 247.14 ―
25年3月期 252.71 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 32,800 26,628 81.2 2,499.05
25年3月期 30,930 24,660 79.7 2,314.35

（参考） 自己資本 26年3月期 26,628百万円 25年3月期 24,660百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外でありますが、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている将来の業績に関する見通しならびに計画、戦略、目標などは、当社が現在入手している情報および合理的と判断する一定の前提に
基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。予想に内在するさまざまな不確定要因やこの後の事業運営における内外の状況変
化等により、実際の業績は見通しと異なる場合があります。 
 業績予想の利用にあたっての注意事項等については、決算短信（添付資料）P.2「(1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

　①当期の概況

　当連結会計年度（平成25年4月1日～平成26年3月31日）におけるわが国経済は、日銀による大規模な金融緩和など

新政権下における経済対策への期待感から円安・株高が進行、景況感の改善が続きました。一方、根強く残る先行

きの不透明感などから企業のIT投資への抑制は続き、情報サービス産業の成長は横ばいで推移いたしました。

　このような事業環境のなかで当社グループは、当連結会計年度を初年度とする中期経営計画を策定、「一般市場で

のビジネス強化」「パナソニックグループとのパートナーシップ強化」「新市場拡大と高収益体質の両立」の3テーマ

に取り組んでまいりました。

a.当連結会計年度における当社グループの経営成績

前連結会計年度 当連結会計年度
比較増減
（％）

金額
(百万円）

構成比
（％）

金額
(百万円）

構成比
（％）

売 上 高 35,178 100.0 36,333 100.0 3.3

営 業 利 益 4,424 12.6 4,464 12.3 0.9

経 常 利 益 4,411 12.5 4,498 12.4 2.0

当 期 純利益 2,701 7.7 2,685 7.4 △0.6

　当連結会計年度におきましては、中期経営計画達成に向け、一般市場のお客さまへの拡販と、パナソニックグ

ループにおけるパートナーシップ構築・強化に取り組みました。また、経営体質の改善についても継続的に推進

いたしました。

　その結果、売上高は、一般市場のお客さまからのクラウドサービス受注拡大やパナソニックグループの成長戦

略に基づくITシステム強化・構築案件の増加などにより増収となりました。利益につきましても、クラウドサー

ビスの推進をはじめとする将来の事業拡大に向けた設備やプリセールスの増強、既存システムの品質強化などへ

の投資を行いつつも、合理化・効率化を推進したことなどにより営業利益・経常利益は増益となりました。当期

純利益につきましては、税金費用の増加から減益となりました。
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b.当連結会計年度における取り扱い品目別の状況

前連結会計年度 当連結会計年度
売上高
比較増減
（％）

売上高
総利益率
ポイント
差異売上高

（百万円）

売上高
総利益率
（％）

売上高
（百万円）

売上高
総利益率
（％）

（ア）システムサービス 22,008 23.2 22,250 22.1 1.1 △1.1

（イ）システムソリューション 13,169 17.2 14,082 17.7 6.9 0.5

　 合 計 35,178 21.0 36,333 20.4 3.3 △0.6

※平成26年3月期第1四半期連結会計期間より、取り扱い品目の表記を変更いたしました。詳細はP.16

「追加情報」をご参照ください。

　

（ア）システムサービス

　売上高は222億5千万円（前期比1.1%増）、売上高総利益率は22.1%（前期は23.2%）となりました。

　既存顧客に対するサービス提供価格の下落はあったものの、一般市場向けのクラウドサービス、パナソニッ

クグループ向けの新規システム運用・保守案件が増加したことにより、全体の売上高は前期を上回りました。

　売上高総利益率につきましては、システム運用管理の徹底した効率化による原価改善に継続して取り組んだ

ものの、価格下落に伴う減販損や新規案件増加にともなう運用要員増などにより前期を下回りました。

（イ）システムソリューション

　売上高は140億8千2百万円（前期比6.9%増）、売上高総利益率は17.7%（前期は17.2%）となりました。

　当連結会計年度は、一般市場における主なシステム構築案件として製造業向けERPシステム、文教向けシン

クライアントシステムなどに取り組みました。また、パナソニックグループにおいては、前期より構築に取り

組んできたシステムがサービスインしたほか、パナソニック株式会社 エコソリューションズ社の成長戦略に

基づくITシステム強化・構築案件が増加しました。以上の結果から、売上高は前期を上回りました。

　売上高総利益率につきましては、将来の案件開拓に向けてプリセールスを増強した一方で、この効果による

増販益などから前期を上回りました。

②次期の見通し

　景況感の改善が続く一方で、先行きには不透明感も見え始めており、企業のIT投資には引き続き慎重な姿勢が

続くものと予測されます。また、資産を持たず「サービス」としてITを利用する動きは、今後さらに活発化して

いことが見込まれます。

　以上を踏まえた平成27年3月期（平成26年4月1日～平成27年3月31日）の通期の連結業績見通しは次のとおりで

あります。

平成26年3月期
（百万円）

平成27年3月期
（百万円）

比較増減
（％）

売 上 高 36,333 37,000 1.8

営 業 利 益 4,464 4,500 0.8

経 常 利 益 4,498 4,500 0.0

当 期 純利益 2,685 2,750 2.4
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見通しに関するリスク情報

業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、実際の業績は見通しと大きく異なることがあります。
その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。リスク、不
確実性及びその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されておりますので、ご参照ください。

・ 日本市場の経済状況及び製品・サービスに対する需要の急激な変動
・ 産業界の需要動向
・ 原材料等の供給不足・供給価格の高騰
・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動
・ 当社グループが他企業と提携・協調する事業の動向
・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性
・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約
・ 保有する投資有価証券等の資産の時価や繰延税金資産等の資産の評価、その他会計上の方針の変更
・ 地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与えうる可能性のある要素
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債、純資産の状況

当連結会計年度末の資産は前連結会計年度末に比べ19億2千7百万円増加し（前期末比6.1％増）、332億8千2百万

円となりました。

a.流動資産

パナソニック株式会社などへの預け金を19億4千3百万円積み増したことなどから、前連結会計年度末に比べ20

億8千2百万円増加し（前期末比8.1％増）、278億1千2百万円となりました。

b.固定資産

退職給付会計改正の影響などにより、前連結会計年度末に比べ1億5千4百万円減少し（前期末比2.8％減）、54

億6千9百万円となりました。

c.流動負債

期末の請負開発増加に伴い未払金が1億5百万円増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ1億1千1百万

円増加し（前期末比1.8％増）、64億6百万円となりました。

d.固定負債

退職給付会計改正の影響などにより、前連結会計年度末に比べ7億6千9百万円増加し（前期末比347.2％増）、9

億9千1百万円となりました。

e.純資産

当期純利益を26億8千5百万円計上したこと、前期末配当金及び中間配当金合計6億9千2百万円の支払を行った

ことに加えて、退職給付会計改正の影響もあり、前連結会計年度末に比べ10億4千6百万円増加し（前期末比

4.2％増）、258億8千4百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は42億6千万円となり、前連結会計年度末に比べ12億3千8百万円

減少いたしました。

a.営業活動によるキャッシュ・フロー

　41億3千3百万円の収入（前期比5億3千6百万円の収入減）となりました。

　主な内容は、税金等調整前当期純利益44億9千8百万円、減価償却費18億3千3百万円、法人税等の支払17億8

千1百万円であります。

b.投資活動によるキャッシュ・フロー

　44億7千9百万円の支出（前期比78億1千9百万円の支出減）となりました。

　主な内容は、パナソニック株式会社への預け金の預入支出30億円（払戻収入との純額）、有形固定資産の取

得による支出10億6千6百万円であります。

c.財務活動によるキャッシュ・フロー

　8億9千2百万円の支出（前期比4千8百万円の支出減）となりました。

　内容は、配当金の支払6億9千2百万円およびファイナンス・リース債務の返済2億円であります。

d.フリーキャッシュ・フロー

　上記営業活動及び投資活動の結果、3億4千6百万円の支出（前連結会計年度は76億2千8百万円の支出）とな

りました。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期

自己資本比率（％） 78.2 78.8 79.2 77.8

時価ベースの自己資本比率（％） 81.5 81.3 74.8 90.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.3 0.2 0.1 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 269.5 269.9 357.9 502.5

　

自己資本比率 : 自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率 : 株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 : 有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ : 営業キャッシュ・フロー/利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末における株価終値×自己株式を除く発行済株式数により算出しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

①剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主のみなさまへの利益還元を最も重要な課題のひとつと考えて経営にあたっております。また、経

営基盤の強化と長期的な事業発展のための内部留保の充実に留意しながらも、安定的かつ業績に応じて、積極的

に剰余金の配当を実施する方針としております。

　剰余金の配当につきましては、3月31日、9月30日、その他取締役会が定める日を基準日として実施する旨、剰

余金の配当の決定機関については取締役会とする旨を定款で定めております。利益配分につきましては、当面年

間1株当たり55円配当を安定的に実施するとともに、資金状況、財政状況及び配当性向等を総合的に勘案し、可

能な限り連結業績に応じて実施することを基本としております。

　なお、内部留保資金につきましては、企業価値の増大を第一義に、財務体質の一層の充実ならびに将来の事業

発展・拡大を見据えた設備投資、新技術・新事業分野への研究開発投資、人材育成投資などに充当することとし

ております。

②剰余金の配当の状況

　平成26年3月31日を基準日とする剰余金の配当につきましては、1株当たり普通配当32円50銭（安定配当27円50

銭、業績連動配当5円）とさせていただく予定であります。平成25年9月30日を基準日とする剰余金の配当につき

ましては、1株当たり普通配当32円50銭（安定配当27円50銭、業績連動配当5円）を実施しており、これらをあわ

せた当期の年間配当は1株当たり65円、1株当たり連結配当性向は25.8％となる見込みであります。

　次期の剰余金の配当につきましては、3月31日、9月30日を基準日とする2回、それぞれ1株当たり普通配当32円

50銭を予定しており、年間配当は65円、連結配当性向は25.2％を見込んでおります。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、当社及び連結子会社2社で構成され、情報サービス事業を行っております。

　その内容は、システム運用サービス・システム保守サービスなどのシステムサービス、システム開発・システムソ

リューションの提供・自社ソフトウエアの販売、システム機器販売・通信機器販売・他社ソフトウエア販売などのシ

ステムソリューションからなります。事業活動に係る連結子会社の位置づけは以下のとおりであります。

　パナソニック ネットソリューションズ株式会社はグループウエアの開発など、ヴイ・インターネットオペレーショ

ンズ株式会社はセキュリティシステムの開発などの事業を行っております。

　また、当社はパナソニック株式会社を親会社としておりますが、パナソニック株式会社は当社に対してシステム機

器の販売、ソフトウエアや事務所の貸与などを行っております。

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと概ね次のとおりであります。
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　（関係会社の状況）

　 1 親会社

　 （平成26年3月31日現在）

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な

事業の内容

議決権等の

被所有割合

〔内、 間 接

保有〕

（％）

関係内容

摘要

役員の

兼任等
営業上の取引

資金の

貸付

設備等

賃貸借

パナソニック株式会社 大阪府門真市 258,740

電気・電子機

器 等 の 製 造、

販売

64.04

〔0.33〕
無

当 社 は 同 社

へ、情報シス

テムサービス

等を提供して

おります。

無 有 ※

　 2 連結子会社

（平成26年3月31日現在）

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な

事業の内容

議決権等の

所有割合

（％）

関係内容

摘要

役員の

兼任等
営業上の取引

資金の

貸付

設備等

賃貸借

パナソニック ネットソリュ

ーションズ株式会社
東京都港区 70 情報サービス 100.00 有

当社は同社に、

システム運用

サービスの提

供、システム

機器の販売な

どを行ってお

ります。

有 有

ヴイ・インターネットオペ

レーションズ株式会社
大阪市中央区 60 情報サービス 100.00 無

当 社 は 同 社

に、システム

運用サービス

の提供、シス

テム機器の販

売などを行っ

ております。

無 無

（注）1.議決権の所有割合欄の〔 〕内数字は、間接所有割合（内数）であります。
　 2.※：有価証券報告書提出会社であります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当社グループは「『ユーザーフレンドリーの追求』『ハイテク・マインドの徹底』『チャレンジ精神とスピード感あ

ふれる行動』により、新しい価値の創造に邁進する」ことを経営理念としております。

　この経営理念のもと、当社グループは、お客さまとともに課題解決を考え、ITを通じた変革やお客さまにとって

の価値創出に寄与することをめざしております。

　このような取り組みにより継続的な企業価値の向上を図ることで、株主、投資家、お客さま、取引先、従業員な

ど、すべてのステークホルダーのみなさまにご満足いただける経営に努めております。

（２）中長期的な会社の経営戦略ならびに対処すべき課題

　当社グループは、お客さまに価値をお届けし続ける「IT“サービス”企業」をめざし、ITソリューションを提供

しております。

　2013年度に策定した3ヵ年の中期経営計画では、「ITの“サービス”化（as a Service）によるお客さま満足」と

「“真のビジネスパートナー”への進化」を目標に掲げました。また、その実現に向けては“深く拡げる”をキーワ

ードとし、重点顧客の深耕、ソリューションの水平展開などを図ってまいりました。

　2014年度は、これらの取り組みを加速することにより、売上高370億円、営業利益45億円（売上高営業利益率

12.2%）の達成をめざしてまいります。

① 一般市場でのビジネス強化

企業におけるITは「所有」から「利用」へのシフトが進み、求められる役割も「業務の効率化」から「経営・

事業への貢献」へとより高度化しております。このようなニーズの変化を捉え、当社グループは現在、クラウド

サービスの展開を進めております。

　2013年度はこれまでの取り組みを発展させた高品質かつリーズナブルなクラウド基盤の提供を開始、さらには

この基盤を活用した販売管理システムやチケッティングシステムのクラウドサービスも実現いたしました。さら

にこれらの事例からは、システムのみならず現場の機器類もすべてクラウドサービスとして提供する新たなサー

ビスモデルも立ち上げることができました。こうした取り組みの進捗もあり、当社グループが中期経営計画にお

いて重点事業と位置づける4つの事業（ICT基盤サービス事業、統合基幹業務SI、パナソニックグループとの連携、

新の創出）の売上高は47.6億円となりました。

　2014年度においては、前期に立ち上げたサービスモデルを確立し、将来の当社グループの安定的な収益につな

がるよう加速していくことが重要であると認識しております。これにより、重点事業売上高60億円の達成をめざ

してまいります。

②パナソニックグループとのパートナーシップ強化

2013年度は、パナソニック株式会社 エコソリューションズ社の業務システム構築や、これらシステムのスマー

トデバイス対応などの分野を中心に業務の効率化に貢献しました。また、代理店・工務店・工事店など販売パー

トナー向けITツールの立ち上げ支援、パナソニック製品とITを融合させた新ソリューションにも取り組みました。

　2014年度、反転攻勢をかけるパナソニックグループにおいて、ITを活用した取り組みはさらに重要になってく

ると見込まれます。「業務」「事業」の両面への参画がさらに深まるよう、展開強化に取り組んでまいります。
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③経営体質のさらなる強化

2013年度は、品質向上、合理化・効率化、人「財」育成という3つの側面から経営体質強化を推進してまいりま

した。

　2014年度においては、こうした取り組みの一環としてソフトウエア開発のプロセスの国際標準的指標である

「CMMI※」においてレベル4の達成をめざします。その他、開発・運用・ヒューマンスキルそれぞれの品質を高める

ことで、お客さま満足度のさらなる向上を図ります。

　 ※CMMI® （Capability Maturity Model Integration＝能力成熟度モデル統合）

米国カーネギーメロン大学のソフトウェアエンジニアリング研究所（SEI）で 開発されたソフトウェア開発お

よびシステム開発のプロセス改善モデル

■研究開発活動

　中期経営計画では、新事業・新技術創出のための研究開発を重要な施策と位置づけ、3ヵ年で5億円の投資を予定

しております。

　なお、当社グループの研究開発活動は、当社R＆Dセンターを中心に行っております。

　当連結会計年度における研究開発費は1億2千1百万円であり、新技術や市販ライセンスの機能検証などを行ってお

ります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 268 86

受取手形及び売掛金 6,750 6,648

工事未収入金 831 1,150

たな卸資産 382 259

繰延税金資産 498 508

預け金 16,236 18,179

その他 761 980

流動資産合計 25,730 27,812

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 651 611

工具、器具及び備品（純額） 2,194 1,997

リース資産（純額） 317 179

建設仮勘定 142 199

有形固定資産合計 3,305 2,987

無形固定資産

ソフトウエア 435 328

その他 78 290

無形固定資産合計 514 618

投資その他の資産

投資有価証券 231 271

繰延税金資産 42 595

前払年金費用 679 －

その他 852 997

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,805 1,864

固定資産合計 5,624 5,469

資産合計 31,355 33,282
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,253 2,167

未払法人税等 947 1,022

未払金 1,658 1,764

未払費用 163 334

未払消費税等 258 12

預り金 17 15

賞与引当金 670 763

役員賞与引当金 24 18

その他 301 307

流動負債合計 6,295 6,406

固定負債

退職給付引当金 10 －

退職給付に係る負債 － 923

長期預り金 35 33

リース債務 175 34

固定負債合計 221 991

負債合計 6,517 7,398

純資産の部

株主資本

資本金 1,040 1,040

資本剰余金 870 870

利益剰余金 22,900 24,893

自己株式 △0 △0

株主資本合計 24,810 26,803

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 27 54

退職給付に係る調整累計額 － △973

その他の包括利益累計額合計 27 △918

純資産合計 24,838 25,884

負債純資産合計 31,355 33,282
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（２）連結損益及び包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日

　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 35,178 36,333

システムサービス売上高 22,008 22,250

システムソリューション売上高 13,169 14,082

売上原価 27,804 28,939

システムサービス売上原価 16,895 17,344

システムソリューション売上原価 10,908 11,595

売上総利益 7,374 7,393

販売費及び一般管理費 2,949 2,929

営業利益 4,424 4,464

営業外収益

受取利息 29 36

受取配当金 5 5

投資有価証券売却益 － 15

その他 2 1

営業外収益合計 36 58

営業外費用

支払利息 13 8

固定資産廃却損 1 3

為替差損 8 9

租税公課 22 －

その他 4 3

営業外費用合計 50 25

経常利益 4,411 4,498

税金等調整前当期純利益 4,411 4,498

法人税、住民税及び事業税 1,822 1,856

法人税等調整額 △113 △43

法人税等合計 1,709 1,813

少数株主損益調整前当期純利益 2,701 2,685

当期純利益 2,701 2,685

少数株主損益調整前当期純利益 2,701 2,685

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △29 27

その他の包括利益合計 △29 27

包括利益 2,672 2,712

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,672 2,712

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

（単位：百万円）

　

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,040 870 20,891 △0 22,801 57 ― 57 22,858

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △692 　 △692 　 　 △692

当期純利益 　 　 2,701 　 2,701 　 　 2,701

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 △29 △29 △29

当期変動額合計 ― ― 2,009 △0 2,009 △29 ― △29 1,979

当期末残高 1,040 870 22,900 △0 24,810 27 ― 27 24,838

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

（単位：百万円）

　

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,040 870 22,900 △0 24,810 27 ― 27 24,838

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △692 　 △692 　 　 △692

当期純利益 　 　 2,685 　 2,685 　 　 2,685

自己株式の取得 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 27 △973 △946 △946

当期変動額合計 ― ― 1,992 1,992 27 △973 △946 1,046

当期末残高 1,040 870 24,893 △0 26,803 54 △973 △918 25,884
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日

　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,411 4,498

減価償却費 1,817 1,833

固定資産廃却損 1 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △0

受取利息及び受取配当金 △34 △42

支払利息 13 8

投資有価証券売却損益（△は益） － △15

売上債権の増減額（△は増加） △707 △216

たな卸資産の増減額（△は増加） △231 123

その他の流動資産の増減額（△は増加） △65 △218

前払年金費用の増減額（△は増加） 164 679

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3 △10

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △583

仕入債務の増減額（△は減少） 406 △85

その他の流動負債の増減額（△は減少） 809 32

その他の固定負債の増減額（△は減少） △8 △1

その他 △36 △125

小計 6,537 5,881

利息及び配当金の受取額 34 42

利息の支払額 △13 △8

法人税等の支払額 △1,888 △1,781

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,669 4,133

投資活動によるキャッシュ・フロー

預け金の預入による支出 △19,100 △3,000

預け金の払戻による収入 8,100 －

有形固定資産の取得による支出 △1,232 △1,066

有形固定資産の売却による収入 2 －

ソフトウエアの取得による支出 △171 △407

投資有価証券の売却による収入 － 15

その他 102 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,298 △4,479

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支
出

△247 △200

配当金の支払額 △692 △692

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △940 △892

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,569 △1,238

現金及び現金同等物の期首残高 14,069 5,499

現金及び現金同等物の期末残高 5,499 4,260
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（５）【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。
　

（６）【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　 （会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、当連結会計年度より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負

債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上

いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減し

ております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が923百万円計上されております。また、その他

の包括利益累計額が973百万円減少しております。

　なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（追加情報）

（表示方法の変更）

従来、売上高・売上原価は「システムサービス売上高（売上原価）」、「システムソリューション売上高（売上

原価）」、「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」の3区分での表示としていました。しかし、システ

ムソリューションとシステム機器・通信機器関連につきましては、相互に結びつきが強く一体として提供される

ケースが多いこと、また、近年政策的に機器単体の販売にはウェイトを置いていないことなどに鑑み、より実態

に近い区分表示を目的として、第1四半期連結会計期間より従来の「システムソリューション売上高（売上原

価）」と「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」を合算して「システムソリューション売上高（売上

原価）」として表示いたします。これによって売上高・売上原価は、「システムサービス売上高（売上原価）」、

「システムソリューション売上高（売上原価）」の2区分での表示としております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「システムソリューション売上高（売上

原価）」、「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」としてそれぞれ表示していた7,793百万円（6,425百

万円）、5,375百万円（4,483百万円）は、「システムソリューション売上高（売上原価）」13,169百万円（10,908

百万円）として組み替えております。
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（７）【連結財務諸表に関する注記事項】

　 (セグメント情報等)

　 当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。したがいまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　 (１株当たり情報)

前連結会計年度
（自 平成24年 4月 1日
　至 平成25年 3月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年 4月 1日
至 平成26年 3月31日）

１株当たり純資産額 2,330円98銭 2,429円21銭

１株当たり当期純利益金額 253円56銭 252円01銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

― ―

　(注)１．１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経

過的な取扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産が、91円34銭減少しております。

前連結会計年度
（自 平成24年 4月 1日
　至 平成25年 3月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年 4月 1日
　至 平成26年 3月31日）

１株当たり純資産額

純資産の部の合計額 24,838百万円 25,884百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 －百万円 －百万円

(うち少数株主持分) －百万円 －百万円

普通株式に係る期末の純資産額 24,838百万円 25,884百万円

１株当たり総資産額の算定に用いられ
　 た期末の普通株式の数

10,655千株 10,655千株

１株当たり当期純利益金額

　 当期純利益 2,701百万円 2,685百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円

　 普通株式に係る当期純利益 2,701百万円 2,685百万円

　 普通株式の期中平均株式数 　10,655千株 10,655千株

　 (重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

（開示の省略）

上記以外の注記につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略

しております。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 229 57

売掛金 6,485 6,338

工事未収入金 806 1,106

商品及び製品 289 167

仕掛品 70 87

貯蔵品 1 0

前渡金 92 36

前払費用 587 819

繰延税金資産 468 483

未収入金 65 94

預け金 15,993 17,949

関係会社短期貸付金 200 110

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 42 －

その他 13 29

流動資産合計 25,346 27,281

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 651 611

工具、器具及び備品（純額） 2,144 1,944

リース資産（純額） 317 179

建設仮勘定 139 199

有形固定資産合計 3,252 2,934

無形固定資産

ソフトウエア 307 241

ソフトウエア仮勘定 42 261

その他 13 －

無形固定資産合計 364 503

投資その他の資産

投資有価証券 231 271

関係会社株式 203 203

長期受取債権 0 0

長期前払費用 579 688

前払年金費用 679 598

繰延税金資産 29 56

その他 243 263

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,966 2,081

固定資産合計 5,583 5,519

資産合計 30,930 32,800

決算短信 （宝印刷）  2014年04月21日 11時19分 20ページ （Tess 1.40 20131220_01）

パナソニック インフォメーションシステムズ㈱（4283） 
平成26年3月期 決算短信 

- 18 -



(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,119 2,046

未払金 1,662 1,743

未払消費税等 256 －

未払費用 151 323

未払法人税等 947 996

前受金 53 87

預り金 12 13

賞与引当金 642 710

役員賞与引当金 17 10

その他 195 171

流動負債合計 6,058 6,103

固定負債

長期預り金 35 33

リース債務 175 34

固定負債合計 211 68

負債合計 6,269 6,171

純資産の部

株主資本

資本金 1,040 1,040

資本剰余金

資本準備金 870 870

資本剰余金合計 870 870

利益剰余金

利益準備金 10 10

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 22,712 24,653

利益剰余金合計 22,723 24,663

自己株式 △0 △0

株主資本合計 24,633 26,573

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 27 54

評価・換算差額等合計 27 54

純資産合計 24,660 26,628

負債純資産合計 30,930 32,800
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成24年４月１日

　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 33,972 35,041

システムサービス売上高 21,744 21,981

システムソリューション売上高 12,227 13,059

売上原価 27,077 28,214

システムサービス売上原価 16,846 17,310

システムソリューション売上原価 10,231 10,904

売上総利益 6,895 6,826

販売費及び一般管理費 2,497 2,458

営業利益 4,397 4,367

営業外収益

受取利息 30 37

受取配当金 5 5

投資有価証券売却益 － 15

その他 1 1

営業外収益合計 36 59

営業外費用

支払利息 13 8

固定資産廃却損 1 3

為替差損 8 9

租税公課 22 －

その他 4 3

営業外費用合計 50 25

経常利益 4,384 4,402

税引前当期純利益 4,384 4,402

法人税、住民税及び事業税 1,807 1,823

法人税等調整額 △115 △54

法人税等合計 1,691 1,768

当期純利益 2,692 2,633
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,040 870 870 10 20,712 20,723

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △692 △692

当期純利益 　 　 　 　 2,692 2,692

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― 2,000 2,000

当期末残高 1,040 870 870 10 22,712 22,723

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △0 22,633 57 57 22,690

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △692 　 　 △692

当期純利益 　 2,692 　 　 2,692

自己株式の取得 △0 △0 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 △29 △29 △29

当期変動額合計 △0 2,000 △29 △29 1,970

当期末残高 △0 24,633 27 27 24,660
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,040 870 870 10 22,712 22,723

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △692 △692

当期純利益 　 　 　 　 2,633 2,633

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― 1,940 1,940

当期末残高 1,040 870 870 10 24,653 24,663

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △0 24,633 27 27 24,660

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △692 　 　 △692

当期純利益 　 2,633 　 　 2,633

自己株式の取得 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 27 27 27

当期変動額合計 1,940 27 27 1,968

当期末残高 △0 26,573 54 54 26,628
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（４）【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。

（５）【個別財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更】

(追加情報)

（表示方法の変更）

従来、売上高・売上原価は「システムサービス売上高（売上原価）」、「システムソリューション売上高（売上

原価）」、「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」の3区分での表示としていました。しかし、システ

ムソリューションとシステム機器・通信機器関連につきましては、相互に結びつきが強く一体として提供される

ケースが多いこと、また、近年政策的に機器単体の販売にはウェイトを置いていないことなどに鑑み、より実態

に近い区分表示を目的として、第1四半期会計期間より従来の「システムソリューション売上高（売上原価）」と

「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」を合算して「システムソリューション売上高（売上原価）」

として表示いたします。これによって売上高・売上原価は、「システムサービス売上高（売上原価）」、「システム

ソリューション売上高（売上原価）」の2区分での表示としております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「システムソリューション売上高（売上原価）」、「システム機

器・通信機器関連売上高（売上原価）」としてそれぞれ表示していた7,443百万円（6,198百万円）、4,784百万円

（4,033百万円）は、「システムソリューション売上高（売上原価）」12,227百万円（10,231百万円）として組み替

えております。
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６．その他

（１）受注残高

当連結会計年度における受注残高の状況は、次のとおりであります。

前連結会計年度末
（百万円）

当連結会計年度末
（百万円）

比較増減
（％）

システムサービス 629 708 12.5

システムソリューション 1,967 2,413 22.7

合 計 2,597 3,122 20.2

（注） 1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2． 平成26年3月期第1四半期連結会計期間より、取り扱い品目の表示を変更いたしました。詳細は

P.16「追加情報」をご参照下さい。

（２）販売実績

前連結会計年度 当連結会計年度 売上高
比較増減
（％）売上高

（百万円）
構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

パナソニックグループ 28,338 80.6 28,518 78.5 0.6

一般市場 6,839 19.4 7,815 21.5 14.3

合 計 35,178 100.0 36,333 100.0 3.3

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

決算短信 （宝印刷）  2014年04月21日 11時19分 26ページ （Tess 1.40 20131220_01）

パナソニック インフォメーションシステムズ㈱（4283） 
平成26年3月期 決算短信 

- 24 -




